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空き家対策・空き家まちづくりの「政策デザインの変革」

これまで これから

川下の空き家対策
(迷惑空き家（特定空家）対策）

川上の空き家対策
(空き家の発生予防対策）

行政主体の空き家対策 自助×地域助×公助
の空き家まちづくり

税・補助金を原資
とした空き家対策

社会的資金（ふるさと納税、
企業版ふるさと納税、休眠預
金、遺贈寄附等）の活用

単独の空き家対策 社会的包摂・社会的処方
としての空き家対策



国土交通省 「空き家対策モデル事業」から学んだこと

１ 空き家対策は、「空き家の発生予防」に重点を置くこと。
 （「川下」の管理不全対策⇒「川上」の空き家予防政策への転換）

２ 自分が元気なうちに、自分の住まいを信頼のおける家族、第三者
等に引き継ぐ準備を整えること（自助の空き家対策の大原則）。

３ 空き家対策は、「住まい（建物）」の問題ではなく、「住まい手（人）」
に寄り添うこと。

 ４  空き家対策は、「自助×地域助（互助・共助）×公助の連携」による
 地域力の研磨であること。（耕しながら地域を育む活動）

 ５  空き家対策は、まちづくり（地域の魅力の維持創出）と一体的に！

言い換えれば空き家対策は「持続可能な地域マネジメントの取り組み」



「ふるさと納税」を活用した２つの空き家まちづくり事業

事業主体
（ｻｰﾋﾞｽ主体）

事業
財源

事業内容
寄付
対象者

返礼
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「返礼サービス型」
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返礼ｻｰﾋﾞｽ
事業者

寄付額の
3割

域外空き家所有者の
空き家の見守り管理等

域外
所有者

返礼
活用

「クラウドファンディング型」
空き家対策事業

自治体
（市区町村） 原則

寄付額
全額

自治体空き家対策事業
に対する共感寄付

誰でも
(市民・市
民外)

原則
なし市民団体

民間団体
民間の空き家対策事業
に対する共感寄付

◆ふるさと納税を活用した空き家対策事業－２類型３ケースに分類

市民団体・民間組織が主体になる
空き家対策事業

〇公募により、空き家・空き店舗を活
用したまちづくり事業を募り、採択事
業をふるさと納税を活用したｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝ
ﾃﾞｨﾝｸﾞで広く資金を調達。
〇集めた資金は補助金として交付。

社会的資
金の活用

出所
ふるさ
とチョ
イス
GCF
HP

事例
１

事例
２



◆目的：地域主体の 「受動型管理サービス」から「提
案型（プッシュ型）空き家管理サービス」への転換を鎌
倉・古河の地縁型組織で実証。

実証的試行の開始（鎌倉：R4.12、古河R5.1)

◆域外空き家所有者リ
ストの作成（既存資料、
現地調査、登記簿調査、
近隣ヒヤリング等）

ふるさと納税返礼事業者登録（鎌倉市・古河市）

◆実施方針の共有 ①目的、②スキーム・手順、③
管理サービス内容、④寄付額、⑤対象エリア、⑥実
施体制等

◆実施マニュアルの作成
・実施手順図/事前相談
表/対象エリア図/点検報
告書（様式）
◆フライヤーの作成

・NPOタウンサポート鎌
倉今泉台は、市外空き
家所有者44名に、空き
家管理サポートの案内
状を送付した。

ふるさと納税－「返礼ｻｰﾋﾞｽ活用型空き家対策事業」事例１

一つは、制度化されながら殆ど活用実績がない「返礼サービス型空き家対策事業」を如何に進めるか
二つは、NPO等の無償ボランティアによる空き家の見守りを、継続性のあるコミュニティビジネスに

育てること。



鎌倉市今泉台住宅地－返礼ｻｰﾋﾞｽ活用型空き家管理サポート

◆ふるさと鎌倉空き家管理サポート Bコース
（空き家・敷地の点検サービス＋草取り２名×
２時間程度） 寄附額48,000円

1 「受動型空き家対策」から「提案型（プッシュ型）空き家まちづくり」への転換
２ 空き家は、地域で見守り・サポートする「住宅地マネジメント」の理念で！

３ 空き家所有者との関係性構築・コミュニティが、 利活用・売却・除却等につながる。

事例１

◆ふるさと鎌倉空き家管理サポート Aコース
（空き家・敷地の点検ｻｰﾋﾞｽ）寄附額24,000円

ポイ
ント

現 行 提 案

返礼経費 14,400円 返礼経費 14,400円

管理経費 9,600円 管理経費 9,600円

市の収入
使途任意

24,000円
市空家対策 9,600円

市政策費 14,400円

（計） 48,000円 （計） 48,000円

返礼経費と市空家対策の計24,000円を充当



ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ型空き家まちづくり事業事例２

◆目的：市民（地域）主体の空き家まちづくりに要する資
金を、ふるさと納税を活用して調達し、市民（地域）団体に補
助金として提供して、公民連携のまりづくりを進める。

プロジェクトテーマの選定（一般型）と特定型）

制度設計
（補助金交付要綱、実施要領、審査要領）

単年度実施と複数年度実施

事務量増大への対応（公民連携）

共創による寛容性
（寄附金目標額に達しない場合の対応等）

実 施出所：ふるさとチョイスHP （西予市）

出所：ふるさとチョイスHP
（八女市）



ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ型空き家まちづくり事業事例２

1 地域（市民）の頑張りを、行政が資金（ふるさと納税）で支える発想を！
２ 「寄附金（財源）だけを集めるふるさと納税」から

「公民連携で地域課題に挑むふるさと納税」への転換（耕し型）

ポイ
ント

北本
市

UR北本団地

出所：北本市HP



返礼サービス活用型空き家対策事業 クラウドファンディング型空き家まちづくり事業

地域的
効果の
確認

1)「ボランティア型空き家見守り」から「コミュ
ニティビジネス型空き家管理」へ

2)まちづくりNPOやまちづくり会社の裾野拡大等に
よる地域事業の進展

3)空き家所有者と地域（ｻｰﾋﾞｽ事業者等）の関係構
築による発展的効果

1)頑張る民間ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを行政が支援 
 ①立ち上げ資金(初期投資)の確保・支援
 ②ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの周知とPR
 ③ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの社会的信頼性付与
2)社会的資金調達という選択肢の確保（資金財源
の多様化）

社会的
効果の
確認

1)住宅地マネジメントとしての空き家対策の定着
2)自分の空き家がある自治体に寄付する「本来の
ふるさと納税」の達成

3)実績増による採用自治体等の増加

1)地域のやる気を全国が応援する社会制度の普及
2)税額控除付寄付（ふるさと納税）による社会の
寄付風土の醸成

3)寄付者と地域を結ぶ新しい交流

成果

1)受動型からﾌﾟｯｼｭ型、ﾘﾚｰ型空き家管理ｻｰﾋﾞｽへの
転換必要性が判明

2)空き家所有者×地域（管理サービス事業者）×
行政の連携が必須

1)行政が制度化して実施する場合の基本ﾉｳﾊｳの蓄
積、行政共通の課題と対応方針等を明確にした。

2)まちづくり(空き家対策)に関する施策と財源の
連携一体化の重要性

課題と
展望

1)7割の行政寄付の一部を空き家まちづくりの財源
に還元活用すること

2)地縁型組織による実証確認とさらなる創意工夫

1)ふるさと納税をまちづくり（空き家対策）に活
かす発想の定着

2)制度実施上の課題・ポイントのマニュアル化

二つのふるさと納税活用型「空き家まちづくり事業」の考察

ふるさと寄附金が地域力を高める・地域力を耕すために活用することが重要！



企業版ふるさと納税×空き家まちづくり
◆空き家対策は社会全体で取り組む課題、その資金も社会全体で賄うことが必要。
・その場合、ふるさと納税、企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）、休眠預金などの社会的
資金－ソーシャルファイナンスーの活用が期待される。（税、補助金による課題解決は限界）

◆企業版ふるさと納税を活用した空き家まちづくりの大きな可能性
・2016年創設の企業版ふるさと納税は、急速な普及活用が進んでいるが、空き家
対策・空き家まちづくりへの活用は限定的。
企業版ふるさと納税：令和５年度470億円、活用団体1,462  寄附企業数7,680
（個人版）ふるさと納税：令和５年度 1兆1,175億円

◆企業版ふるさと納税による双方向型「空き家まちづくり応援事業」を創設！
・抽象的な自治体の地域再生計画に企業が賛同して寄附を行うことが主流の現行の企業版ふるさと
納税を、企業もプロジェクトを提案する双方向型に発展させる。

・そこで、企業×地域×自治体が共創で取り組む双方向型「プラットフォーム」の仕組みをつくる。

企業の応援を受けたい
空き家プロジェクトの提示

企業が応援したい
空き家プロジェクトの提示

自治体
提案型

企業
提案型

マッチング



企業版ふるさと納税活用「空き家まちづくり応援事業」
－自治体提案型－

長野県
上田市
HP

島根県
浜田市
HP

中心市街地
活性化

プロジェクト
（佐賀市HP）

企業版ふるさと納税型地域活性化推進事業補助金－泉佐野市

泉佐野市は、社会課題の解決と地域活性化の推進を目
的に本制度を制度化。令和6年8月8日より公募開始。

本補助金は、地域活性化事業を行う事業者に対し、事
業に必要な費用を最大100％補助するもの。補助金の
財源は、企業版ふるさと納税により調達。企業版ふる
さと納税による寄附が必要額に達した場合、当該事業
に寄せられた寄附金を補助対象経費の範囲内で提案者
に交付する。

最新



双方向型「企業版ふるさと納税×空き家まちづくり事業」提案

“空き家まちづくり応援事業”は、
「志ある企業が、空き家まちづくり・
住まいまちづくりを応援したい・・・」
という想いを、企業版ふるさと納税
を活用して、企業、地域、行政が、
各地域の空き家対策に共創で取り
組むプロジェクトのプラットフォーム
です。



住み継がれる住宅地マネジメント事業
◆事業概要
開発後40～50年が経過して、住民の高齢化、住まいの高
経年化が進む郊外戸建住宅地を主な対象にして、魅力あ
る、そして住み継がれる住宅地として、次世代にバトンタッ
チするため、空き家の発生予防、円滑な建て替えや住み替
え、住民の交流とコミュニティ、老朽インフラの更新、買い物
環境、交通利便性の確保など、住宅地マネジメント（住宅地
経営）の取り組みを地域、行政、企業が共創して行う費用を
企業版ふるさと納税で調達する。
◆内容
① 住宅地の将来像の共有化
② 住宅地魅力アップ事業の企画・調整・実施・評価
③ まちづくり協議会などの推進組織の運営支援

◆事業費（寄附額）
  500～1,000万円程度を２～３年

◆ベネフィット（恩恵）
➀ エリアリノベーションを含む住宅地マネジメント全般に
関する現場知の蓄積

② 地域住民・地域組織等との連携と信頼性の獲得 

応援したい
空き家事業９



「企業版ふるさと納税」×「空き家対策」を巡る自治体と企業の認識

自治体（市町村） 企 業

企業版ふるさと
納税（企業寄附
金）の使途

・自治体(市町村)自らの空き家対策事業
に活用するとの前提に立っている。
（共創の事業という発想に乏しい）

・地域、まちづくりNPO、民間事業者、
行政等が共創で空き家まちづくり事業
に取り組むべしとの発想。

受入体制
実施体制

・一部の自治体を除き、企業版ふるさと
納税と空き家対策課の連携は希薄

・基金を創設して、複数年度に渡る事業
化を可能にしているのは限定的？

・単なる企業寄附に留まらず、地域や自治体

と事業創発（共創）型のまちづくりに
取り組みたいとの意識がある。

ベネフィット
（恩恵）

・寄附企業名のHP、SNSに掲載発信
・首長からの感謝状の送呈と写真撮影
・高額の場合は「紺綬褒章」に推薦等

・地域や自治体との継続的関係構築
・寄附事業を通じた技術蓄積や人材育成
・中長期的には、寄附企業の本業にプラ
スになる関係性の構築

課題解決への
発想

・行政の縦割り的特性から、個別的・局所
的な課題解決になりやすい。

・総合的なアプローチが課題解決に繋が
るとの発想から、住宅地マネジメント、
まちなかエリアマネジメントなど、エ
リア全体で取り組む意識が強い。

ご清聴 誠にありがとうございました。
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